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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第５期

第３四半期連結
累計期間

第６期
第３四半期連結

累計期間
第５期

会計期間
自2020年10月１日
至2021年６月30日

自2021年10月１日
至2022年６月30日

自2020年10月１日
至2021年９月30日

売上高 （千円） 3,725,304 4,257,409 5,035,418

経常利益 （千円） 347,146 366,581 464,020

親会社株主に帰属する

四半期（当期）純利益
（千円） 212,647 211,919 275,887

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 212,647 211,919 275,887

純資産額 （千円） 1,001,202 862,110 1,064,190

総資産額 （千円） 2,176,938 2,504,345 2,192,371

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 113.32 115.31 146.05

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 46.0 34.1 48.5

 

回次
第５期

第３四半期連結
会計期間

第６期
第３四半期連結

会計期間

会計期間
自2021年４月１日
至2021年６月30日

自2022年４月１日
至2022年６月30日

１株当たり四半期純利益 （円） 20.36 47.82

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．第５期第３四半期連結累計期間及び第５期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、

潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

３．第６期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有して

いる潜在株式が存在しないため、記載しておりません。

４．当社は、2020年12月15日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。第５期の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益を算定しております。

５．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第３四半期連結累計期間及び当第３四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　主要な関係会社における異動については、当社は2021年８月11日開催の取締役会において、株式会社ヒューマン

ベースの株式を取得して子会社化することについて決議をし、2021年10月１日付で株式を取得したことにより子会社

化しました。また、当社は2022年２月28日開催の取締役会において、株式会社コスモピアの株式を取得して子会社化

することについて決議をし、2022年４月１日付で株式を取得したことにより子会社化しました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）財政状態及び経営成績の状況

①財政状態の状況

当第３四半期連結会計期間末における資産合計は、前連結会計年度末に比べ311百万円増加し、2,504百万円（前

連結会計年度末比14.2％増）となりました。自己株式の取得に伴う支出や法人税の納付等に伴う現金及び預金の減

少116百万円等により減少した一方で、株式会社ヒューマンベースの取得及び株式会社コスモピアの取得に伴うの

れんの増加241百万円、契約資産の増加104百万円等により増加しております。

負債合計につきましては、前連結会計年度末に比べ514百万円増加し、1,642百万円（前連結会計年度末比45.6％

増）となりました。長期借入金の増加171百万円、短期借入金の増加100百万円等により増加しております。

　純資産合計につきましては、前連結会計年度末に比べ202百万円減少し、862百万円（前連結会計年度末比19.0％

減）となりました。利益剰余金の増加117百万円等により増加した一方で、自己株式の取得に伴う自己株式の増加

327百万円により減少しております。

 

②経営成績の状況

　当第３四半期連結累計期間における我が国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響に対して、ワクチン接種率

の向上とともに社会経済活動が正常化していく動きもありましたが、新たな変異株の発生により社会経済活動が繰

り返し制約を受けたことで国内消費回復の足取りは重く、加えて、ロシア・ウクライナ情勢による地政学リスクの

高まりに伴うエネルギーや原材料価格の高騰が懸念されるなど、先行きの不透明感が急速に強まりました。

　一方、当社グループの主要顧客である大手システム開発企業各社における受注環境は、新型コロナウイルス感染

症の影響による社会全体のオンライン化の推進やDX人財の需要ひっ迫等を背景として、引続き力強く推移してお

り、当社グループの事業活動も堅調に推移しているものと認識しております。

　そうした状況の中、当社グループは、コンサルティング・受託開発領域への積極投資による技術力の向上、ま

た、技術者派遣においては、案件に係る商流の改善や技術者の技術向上を図ることで派遣単価の改善に努め、新規

顧客を開拓することで技術者の稼働率の維持、改善に努めてまいりました。

　このような事業環境のもと、当社グループは中長期的な経営戦略として、将来に向けた成長基盤の拡充と人財の

育成を掲げ、「業界有数の人財数」、「業界有数の技術力」、「オリジナルの制度に基づく人財育成力」の醸成に

努めることと併せ、2021年10月１日付で株式会社ヒューマンベース、2022年４月１日付で株式会社コスモピアを連

結子会社化するなど、M&Aを活用した非連続的な成長の実現に取り組んでまいりました。

　以上の結果、当社グループの当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高は4,257百万円（前年同期比14.3％

増）、売上総利益は1,293百万円（前年同期比22.8％増）と堅調に推移した一方で、株式会社ヒューマンベースに

関わるM&A付随費用の一部、株式会社コスモピアに関わるM&A付随費用の全部、及びストック・オプション制度の導

入に関わるコンサルティング費用等が一過性の費用として発生したことにより、営業利益は365百万円（前年同期

比1.3％増）、経常利益は366百万円（前年同期比5.6％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益は211百万円（前

年同期比0.3％減）となりました（子会社別の売上高は、株式会社ブレーンナレッジシステムズ：2,533百万円、株

式会社シー・エル・エス：824百万円、株式会社アセットコンサルティングフォース：426百万円、株式会社セイリ

ング：320百万円、株式会社ヒューマンベース：162百万円、株式会社コスモピア：130百万円となっており、グ

ループ内取引の相殺消去前の数値を記載しております。）。

　なお、当社グループはシステムソリューションサービス事業の単一セグメントであるため、セグメント別の記載

は省略しております。
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(2）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(3）経営方針・経営戦略等

当第３四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4）研究開発活動

該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

 

EDINET提出書類

株式会社ヒューマンクリエイションホールディングス(E36420)

四半期報告書

 4/18



第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,395,000

計 7,395,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2022年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2022年８月８日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 1,926,550 1,926,550
東京証券取引所

グロース市場

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。

計 1,926,550 1,926,550 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増減
額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2022年４月１日～

2022年６月30日
- 1,926,550 - 193,661 - 103,661
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（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（2022年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

    2022年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 118,100 －

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

完全議決権株式（その他） 普通株式 1,806,800 18,068

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式であり、単元株式

数は100株であります。

単元未満株式 普通株式 1,650 － －

発行済株式総数  1,926,550 － －

総株主の議決権  － 18,068 －

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式10株を含めて記載しております。

 

②【自己株式等】

    2022年６月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社ヒューマンクリ

エイションホールディン

グス

東京都千代田区霞が関

３丁目２－１　霞が関

コモンゲート西館２４

階

118,100 － 118,100 6.13

計 － 118,100 － 118,100 6.13

（注）上記は、直前の基準日（2022年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりますが、直前の基準日より後の

自己株式の取得により、当第３四半期会計期間末日現在における所有自己株式数は164,153株であります。

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2022年４月１日から2022

年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年10月１日から2022年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 846,220 729,478

売掛金 632,246 636,136

契約資産 - 104,702

仕掛品 3,916 -

貯蔵品 - 50,435

その他 18,772 41,093

貸倒引当金 - △416

流動資産合計 1,501,156 1,561,430

固定資産   

有形固定資産   

建物附属設備 73,285 73,539

減価償却累計額 △23,296 △28,519

建物附属設備（純額） 49,989 45,019

工具、器具及び備品 32,229 33,485

減価償却累計額 △14,400 △17,485

工具、器具及び備品（純額） 17,829 16,000

有形固定資産合計 67,818 61,019

無形固定資産   

のれん 423,683 665,399

その他 3,873 2,527

無形固定資産合計 427,556 667,926

投資その他の資産   

敷金 86,636 85,599

繰延税金資産 107,902 118,237

その他 1,300 10,131

投資その他の資産合計 195,839 213,968

固定資産合計 691,214 942,915

資産合計 2,192,371 2,504,345

負債の部   

流動負債   

買掛金 34,802 19,354

短期借入金 - 100,000

１年内返済予定の長期借入金 93,192 135,156

未払金 304,338 328,815

未払費用 59,083 83,864

未払法人税等 94,455 97,995

未払消費税等 102,720 116,028

賞与引当金 109,085 220,998

その他 19,956 25,555

流動負債合計 817,634 1,127,768

固定負債   

長期借入金 173,224 344,644

退職給付に係る負債 105,355 115,677

役員退職慰労引当金 31,967 54,145

固定負債合計 310,546 514,467

負債合計 1,128,180 1,642,235
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2021年９月30日)

当第３四半期連結会計期間
(2022年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 193,661 193,661

資本剰余金 103,661 103,661

利益剰余金 767,345 884,910

自己株式 △476 △328,209

株主資本合計 1,064,190 854,022

新株予約権 - 8,087

純資産合計 1,064,190 862,110

負債純資産合計 2,192,371 2,504,345
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間

(自　2020年10月１日
　至　2021年６月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年10月１日
　至　2022年６月30日)

売上高 3,725,304 4,257,409

売上原価 2,671,734 2,963,638

売上総利益 1,053,570 1,293,770

販売費及び一般管理費 692,388 927,779

営業利益 361,182 365,991

営業外収益   

受取利息 2 2

受取配当金 - 8

為替差益 175 343

その他 929 4,509

営業外収益合計 1,106 4,864

営業外費用   

支払利息 1,485 2,774

上場関連費用 13,657 -

その他 - 1,500

営業外費用合計 15,142 4,274

経常利益 347,146 366,581

特別損失   

固定資産除売却損 - 4

特別損失合計 - 4

税金等調整前四半期純利益 347,146 366,576

法人税、住民税及び事業税 133,629 154,657

法人税等調整額 869 -

法人税等合計 134,499 154,657

四半期純利益 212,647 211,919

親会社株主に帰属する四半期純利益 212,647 211,919
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第３四半期連結累計期間

(自　2020年10月１日
　至　2021年６月30日)

 当第３四半期連結累計期間
(自　2021年10月１日
　至　2022年６月30日)

四半期純利益 212,647 211,919

四半期包括利益 212,647 211,919

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 212,647 211,919
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

　当第１四半期連結会計期間において、株式会社ヒューマンベースの全株式を取得し子会社化したことに伴い、同

社を連結の範囲に含めております。

　当第３四半期連結会計期間において、株式会社コスモピアの全株式を取得し子会社化したことに伴い、同社を連

結の範囲に含めております。

 

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半

期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しておりますが、当該期

首残高に与える影響はありません。また、収益認識会計基準等の適用による、四半期連結財務諸表に与える影響

はありません。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「売掛金」、「契約資産」と表示することといたしました。

　さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める

経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載

しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準

等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる四半期連結財務諸表へ

の影響はありません。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

　ただし、見積実効税率を使用できない場合は、法定実効税率を使用しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年10月１日
至　2021年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年10月１日
至　2022年６月30日）

減価償却費 12,155千円 11,861千円

のれんの償却額 45,556 72,446

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自2020年10月１日　至2021年６月30日）

１．配当金支払額

　　　該当事項はありません。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　　　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2021年３月16日に東京証券取引所マザーズに上場いたしました。上場にあたり、2021年３月15日を

払込期日とする公募（ブックビルディング方式による募集）による新株式の発行50,000株により、資本金及び

資本剰余金がそれぞれ48,760千円増加しております。

　また、2021年４月14日を払込期日とする第三者割当増資（オーバーアロットメントによる売出しに関連した

第三者割当）による新株式の発行27,800株により、資本金及び資本剰余金がそれぞれ27,110千円増加しており

ます。

　これらの結果、当第３四半期連結会計期間末において、資本金が193,661千円、資本剰余金が103,661千円と

なっております。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自2021年10月１日　至2022年６月30日）

１．配当金支払額

決　議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年12月15日

定時株主総会
普通株式 94,354 48.98 2021年９月30日 2021年12月16日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の末

日後となるもの

　　　該当事項はありません。

 

３．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2021年12月15日開催の定時株主総会決議に基づく2021年12月16日開催の取締役会決議に基づき、自

己株式105,952株の取得を行い、当第３四半期連結累計期間において自己株式が205,123千円増加しました。

　また、2022年２月10日、当社の取締役会は、2022年３月１日から2022年９月30日にかけて、発行済普通株式

総数100,000株、取得総額200,000千円を上限に自己株式を取得することを決議し、当第３四半期連結累計期間

において自己株式58,000株の取得を行い、自己株式が122,515千円増加しました。

　この結果、当第３四半期連結会計期間末において自己株式が328,209千円となっております。

 

（セグメント情報等）

　【セグメント情報】

当社グループは、システムソリューションサービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。
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（企業結合等関係）

（株式取得による会社の買収）

　当社は2022年２月28日開催の取締役会において、株式会社コスモピアの株式を取得して子会社化するこ

とについて決議をし、2022年４月１日付で株式を取得したことにより子会社化しました。

 

１．企業結合の概要

①被取得企業の名称及びその事業内容

　被取得企業の名称：株式会社コスモピア

　事業内容：ICT関連ヘルプデスク運営、教育、マニュアル制作

②企業結合を行った主な理由

　株式会社コスモピアは、BPO分野において多くのサービス提供実績を有しており、主として中央省庁や大手

BtoC企業等顧客に対して、システムサポートの提供やサポートデスクの運営受託等において、高い評価を得て

おります。

　この度の株式取得により、当社グループの受託開発比率の向上に伴ってニーズが増大している、当社グルー

プが開発したシステム納品後の運用支援領域でのサービス拡充につながるのみならず、システム運用支援業務

のなかで生じる顧客ニーズをタイムリーに把握することで新規システム開発の需要を顕在化させ、「二周目開

発」のコンサルティング営業チームとしても活用することで、当社グループの企業価値向上を目指すためであ

ります。

③企業結合日

　2022年４月１日

④企業結合の法的形式

　現金を対価とする株式の取得

⑤結合後企業の名称

　変更はありません。

⑥取得した議決権比率

　100％

⑦取得企業を決定するに至った主な根拠

　現金を対価として株式を取得したためであります。

 

２．四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれている被取得企業の業績の期間

2022年４月１日から2022年６月30日まで

 

３．被取得企業の取得原価及び対価の種類

取得原価　285,400千円

取得対価　現金

 

４．主要な取得関連費用の内訳及び金額

仲介手数料等　29,121千円

 

５．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

（1）発生したのれんの金額

24,276千円

（2）発生原因

株式会社コスモピアにおける今後の事業展開によって期待される超過収益力であります。

（3）償却方法及び償却期間

10年間にわたる均等償却

 

６．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

流動資産 330,316千円

固定資産 29,478

資産合計 359,795

流動負債 98,671

負債合計 98,671
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

　当社グループは、システムソリューションサービス事業を営む単一セグメントであり、顧客との契約から生じる

収益を時期別に分解した情報は以下のとおりであります。

 

当第３四半期連結累計期間（自　2021年10月１日　至　2022年６月30日）

（単位：千円）

 システムソリューション
サービス事業

一時点で移転されるサービス 12,500

一定の期間にわたり移転されるサービス 4,244,909

顧客との契約から生じる収益 4,257,409

その他の収益 -

外部顧客への売上高 4,257,409

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2020年10月１日
至　2021年６月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2021年10月１日
至　2022年６月30日）

１株当たり四半期純利益 113円32銭 115円31銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（千円） 212,647 211,919

普通株主に帰属しない金額（千円） - -

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益（千円）
212,647 211,919

普通株式の期中平均株式数（株） 1,876,454 1,837,868

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったもの

の概要

-

第４回ストック・オプショ

ン（株式の数15,413株）、

第５回ストック・オプショ

ン（株式の数17,339株）及

び第６回ストック・オプ

ション（株式の数29,863

株）

（注）１．前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。当第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、

希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、2020年12月15日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。前連結会計年度の

期首に当該株式分割が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益を算定しております。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年８月４日

株式会社ヒューマンクリエイションホールディングス

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 石原　鉄也　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 中瀬　朋子　　印

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヒュー

マンクリエイションホールディングスの2021年10月１日から2022年９月30日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間（2022年４月１日から2022年６月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2021年10月１日から2022年６月30日まで）

に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び

注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヒューマンクリエイションホールディングス及び連結子会社

の2022年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・　四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・　四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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